
富山県賃上げ・人材確保・労働条件等に関する調査結果

（令和７年度）

富山県商工労働部 多様な人材活躍推進室

■調査概要

■調査結果の主な内容

１ 賃上げの状況について ・・・P.２

２ 人材確保の状況について ・・・P.10

３ 働きやすさ向上のための取組みについて ・・・P.18



【回答企業の属性】

〇業種

■調査概要

（１）調査目的：富山県内企業の賃上げ、人材確保や労働条件の現状、課題や取組みについて把握するため。

（２）調査対象：富山県内に本社（本店）を有する企業（従業員10人以上） 4,491社

（３）調査方法：調査はがきを郵送（回答はWEBによる）

（４）調査期間：令和７年７月30日 ～ 9月19日

（５）回 答 数 ：1,311社（回答率：29.2％）

※回答結果の割合(％)は小数点以下第二位を、平均値は小数点以下第三位を四捨五入して表示しているため、合計値が合わない場合がある。

※複数回答の設問の集計結果について、「無回答」はグラフから省略している。

〇企業規模

１

19.7 25.8

0.5

1.4

6.0 10.1

1.7

0.4

1.2

8.0 16.9 8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体N＝1,311

建設業 製造業 電気・ガス・水道業 情報通信業 運輸業 卸売、小売業 金融、保険業 不動産業 飲食店・宿泊業 サービス業 医療、福祉 その他

54.3 33.6 9.2 2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体N＝1,311

～30人 31～100人 101～300人 301人以上



89.7

89.8

88.3

90.5

94.2

92.1

94.1

91.6

100.0

84.2

82.3

84.1

90.9

100.0

75.0

89.5

88.6

89.6

92.5

89.4

86.3

93.2

89.3

87.0

92.6

84.8

10.3

10.2

11.7

9.5

5.8

7.9

5.9

8.4

15.8

17.7

15.9

9.1

25.0

10.5

11.4

10.4

7.5

10.6

13.7

6.8

10.7

13.0

7.4

15.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体：N＝1,300

令和6年度調査：N＝1,768

～30人：N＝702

31～100人：N=440

101～300人：N=120

300人以上：N=38

建設業：N＝256

製造業：N＝335

電気・ガス・水道業：N＝6

情報通信業：N＝19

運輸業：N＝79

卸売、小売業：N＝132

金融、保険業：N＝22

不動産業：N＝5

飲食店・宿泊業：N＝16

サービス業：N＝105

医療、福祉：N＝219

その他：N＝106

売上増収：N＝480

売上横ばい：N=462

売上減収：N＝358

収益増益：N=411

収益横ばい：N＝428

収益減益：N＝461

増収・増益：N＝352

減収・減益：N=303

賃上げを実施する 賃上げを実施しない

２

１．賃上げの状況について
賃上げの状況（正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計、業種別集計、業績別集計）

≪全体集計≫

≪企業規模別集計≫

≪業種別集計≫

≪業績別集計≫



74.0

74.2

69.8

77.4

77.3

80.6

63.4

73.2

60.0

75.0

63.8

69.8

76.5

80.0

80.0

72.7

82.5

78.4

73.1

76.1

72.2

70.7

75.7

75.0

69.4

70.8

26.0

25.8

30.2

22.6

22.7

19.4

36.6

26.8

40.0

25.0

36.2

30.2

23.5

20.0

20.0

27.3

17.5

21.6

26.9

23.9

27.8

29.3

24.3

25.0

30.6

29.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体：N＝910

令和6年度調査：N＝1,267

～30人：N＝427

31～100人：N=337

101～300人：N=110

300人以上：N=36

建設業：N＝101

製造業：N＝250

電気・ガス・水道業：N＝5

情報通信業：N＝12

運輸業：N＝47

卸売、小売業：N＝96

金融、保険業：N＝17

不動産業：N＝5

飲食店・宿泊業：N＝15

サービス業：N＝77

医療、福祉：N＝211

その他：N＝1074

売上増収：N＝316

売上横ばい：N=339

売上減収：N＝255

収益増益：N=266

収益横ばい：N＝300

収益減益：N＝344

増収・増益：N＝222

減収・減益：N=226

賃上げを実施する 賃上げを実施しない

３

１．賃上げの状況について
賃上げの状況（非正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計、業種別集計、業績別集計）

≪全体集計≫

≪企業規模別集計≫

≪業種別集計≫

≪業績別集計≫



6.8

7.1

11.7

12.6

21.0

22.2

21.4

21.7

20.8

22.4

17.5

16.4

17.2

17.1

13.8

14.0

15.4

13.7

12.3

15.7

17.4

15.6

20.8

18.8

1.5

1.9

2.4

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体：N＝1,166

令和６年度調査：N＝1,587

全体：N＝673

令和６年度調査：N＝940

1％未満 1％以上2％未満 2％以上3％未満 3％以上4％未満 4％以上5％未満 5％以上10％未満 10％以上

４

１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（全体集計）

≪正規雇用労働者≫

≪非正規雇用労働者≫



５

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

≪企業規模別集計≫

≪全体集計≫

60.8

60.2

20.7

15.1

3.1

60.1

62.9

19.6

14.6

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

全体：N＝1,166

令和６年度調査：N＝1,587

58.1

53.5

21.0

7.4

2.7

63.1

63.8

20.6

20.4

3.0

64.6

78.8

20.4

30.1

1.8

71.4

77.1

17.1

42.9

14.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

～30人：N＝620

31～100人：N＝398

101～300人：N=113

301人以上：N=35



６

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（非正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

≪全体集計≫

≪企業規模別集計≫

67.0

34.0

11.4

3.9

8.0

67.3

32.6

10.0

3.8

7.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

全体：N＝673

令和６年度調査：N＝940

66.8

31.5

14.4

2.0

7.4

67.8

33.7

8.0

5.7

7.3

64.7

43.5

12.9

5.9

8.2

69.0

34.5

6.9

0.0

20.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

～30人：N＝298

31～100人：N＝261

101～300人：N=85

301人以上：N=29



７

１．賃上げの状況について
賃上げを実施する理由（全体集計）※複数回答可

70.6

52.6

50.7

29.7

21.4

19.8

15.0

5.4

5.0

69.6

52.2

47.4

30.2

21.1

23.9

12.9

4.8

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

離職防止・定着

世間相場を考慮

人材の採用

政府の賃金引き上げ要請への対応

業績が好調・改善

労使間交渉に対応

その他

全体：N=1,189 令和6年度調査：N=1,616



８

１．賃上げの状況について
賃上げを実施しない理由（全体集計）※複数回答可

36.3

26.0

21.9

19.9

18.5

6.5

4.5

4.1

14.4

37.6

25.4

17.7

16.2

20.9

9.7

5.5

2.5

12.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業績が不振・低迷

雇用維持を優先

景気の不透明感

昨年までに十分実施済み

価格転嫁ができていない

世間相場を考慮

設備投資を優先

内部留保を優先

その他

全体：N＝292 令和6年度調査：N＝402



９

１．賃上げの状況について
賃上げに向けて今後、強化していく取組み（全体集計、賃上げの実施状況別集計）※複数回答可（３つまで）



1.1

1.2

1.4

0.9

4.4

5.5

4.5

5.7

2.6

21.9

20.9

24.7

20.4

14.2

10.5

55.1

54.8

51.5

56.9

65.0

68.4

17.5

17.6

17.8

16.1

20.8

18.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和７年度調査N＝1,311

令和６年度調査N＝1,768

30人未満N＝712

30～100人N＝441

101～300人N＝120

301人以上：N=38

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足

10

２．人材確保の状況について
人材の過不足の状況（全体集計、企業規模別集計）

≪全体集計≫

≪企業規模別集計≫



11

２．人材確保の状況について
人材の過不足の状況（業種別集計）

2.3

1.2

0.8

1.0

0.5

0.9

0.8

6.5

2.5

7.5

6.3

3.8

6.3

2.8

12.4

29.0

50.0

26.3

16.5

22.6

31.8

20.0

18.8

24.8

20.8

21.1

58.9

52.1

50.0

52.6

67.1

51.1

63.6

80.0

56.3

52.4

52.5

56.9

25.6

11.2

21.1

13.9

18.0

4.5

18.8

18.1

19.9

18.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業N=258

製造業N=338

電気・ガス・水道業N=6

情報通信業N=19

運輸業N=79

卸売、小売業N=133

金融、保険業N=22

不動産業N=5

飲食店・宿泊業N=16

サービス業N=105

医療、福祉N=221

その他N=109

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足



12

【参考】令和６年度の人材の過不足の状況（業種別集計） ※令和６年度調査結果

0.6

1.1

1.9

0.5

3.4

1.1

2.0

2.1

8.5

14.3

7.1

0.9

7.7

4.3

25.0

6.1

5.6

3.3

12.7

21.7

28.6

17.9

16.0

27.8

17.4

25.0

17.6

16.3

29.9

19.7

59.2

57.0

28.6

64.3

56.6

51.5

73.9

50.0

67.6

50.3

44.7

58.6

25.4

11.6

28.6

10.7

24.5

12.4

4.3

14.7

23.8

18.7

16.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業 N= 338

製造業 N= 447

電気・ガス・水道業 N= 7

情報通信業 N= 28

運輸業 N= 106

卸売、小売業 N= 194

金融、保険業 N= 23

不動産業 N= 8

飲食店・宿泊業 N= 34

サービス業 N= 147

医療、福祉 N= 284

その他 N= 152

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足



13

２．人材確保の状況について
正社員としての採用計画がある人材の採用が困難と回答した企業の割合（全体集計）※複数回答可

≪全体集計≫

≪全体集計：令和6年度調査≫

40.0

32.7

34.7

20.1

39.1

23.1

45.0

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大学卒（文系）

大学院卒（文系）

大学卒（理系）

大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他

全体：N=1,311

62.8

60.9

68.9

82.4

62.3

49.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他
令和６年度調査：N＝1,768



80.0

72.3

88.9

94.2

76.3

75.6

79.6

100.0

26.3

93.7

79.7

77.3

80.0

93.8

83.8

84.2

77.1

2.1

2.9

0.9

7.9

2.3

2.4

10.5

3.8

4.5

2.9

0.5

1.8

17.8

24.7

10.2

5.8

15.8

22.1

18.0

63.2

6.3

16.5

18.2

20.0

6.3

13.3

15.4

21.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体：N＝1,311

～30人：N＝712

31～100人：N=441

101～300人：N=120

300人以上：N=38

建設業：N＝258

製造業：N＝338

電気・ガス・水道業：N＝6

情報通信業：N＝19

運輸業：N＝79

卸売、小売業：N＝133

金融、保険業：N＝22

不動産業：N＝5

飲食店・宿泊業：N＝16

サービス業：N＝105

医療、福祉：N＝221

その他：N＝109

雇用している 雇用を予定している 雇用していない

14

２．人材確保の状況について
高年齢人材（65歳以上）の雇用状況(正規雇用・非正規雇用不問) （全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

≪全体集計≫

≪企業規模別集計≫

≪業種別集計≫



15

２．人材確保の状況について
高年齢人材（65歳以上）の雇用にあたっての課題※複数回答可（３つまで）

67.0

30.2

15.2

13.9

13.2

9.2

7.2

5.0

1.4

9.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

健康上の配慮

報酬・処遇の適正化

就業規則等の社内ルール整備

他の従業員との人間関係

社内施設設備等の安全性確保、安全対策

上司によるマネジメントの難しさ

業務の切り出し

リスキリングの発要請

人材確保・活用の相談先がわからない

その他 全体：N＝1,311



16

２．人材確保の状況について
人材確保に向けて、今後強化していく取組み（全体集計、賃上げ実施状況別集計）※複数回答可（３つまで）

70.6

44.8

16.1

15.6

11.7

10.8

10.5

6.0

4.3

3.9

71.7

46.7

16.1

15.7

12.1

11.2

10.3

5.7

4.5

3.6

59.1

26.1

16.5

13.9

8.7

7.0

12.2

8.7

2.6

6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

中途採用を増やす

新卒採用を増やす

高年齢人材を活用する

省力化・省人化（生成AI等の先端技術の活用）

非正規社員を増やす

外国人材を活用する

業務の外注化

副業・兼業人材を活用する

リスキリング等による労働生産性の向上

その他

全体：N＝1,311 賃上げを実施する：N＝1,189 賃上げを実施しない：N＝115
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２．人材確保の状況について
人材に選ばれる企業になるために、今後強化していく取組み（全体集計、賃上げ実施状況別集計）※複数回答可（３つまで）

64.3

53.9

32.0

17.4

16.5

13.7

8.3

6.4

4.1

2.1

66.0

54.2

32.4

17.4

16.8

14.1

8.6

6.3

3.9

1.8

49.6

49.6

28.7

18.3

13.9

10.4

5.2

7.8

6.1

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

賃金の引き上げ

快適な職場環境の整備

ワークライフバランスの推進

柔軟な働き方の推進（フレックスタイム制、

短時間勤務、テレワーク等）

女性活躍に向けた取組の推進

企業情報発信の強化

従業員のリスキリングの取組充実

非正規社員の処遇改善（正規社員化を含む）

従業員の副業・兼業の推進

その他

全体：N＝1,311 賃上げを実施する：N＝1,189 賃上げを実施しない：N＝115
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3．働きやすさ向上のための取組みについて
各種ハラスメント防止措置実施状況（全体集計）

セクシュアル

ハラスメント

パワー

ハラスメント

妊娠・出産等、育児

・介護休業等に関する

ハラスメント

カスタマー

ハラスメント

81.9% 80.8% 76.8% 56.2%

就業規則の規定 65.5% 62.1% 59.3% 32.6%

相談窓口の設置 49.4% 48.7% 45.1% 30.0%

パンフレットによる周知 19.6% 19.9% 19.0% 13.7%

職員研修の実施 24.1% 25.3% 20.0% 15.9%

ヒアリング等による実態把握 21.9% 24.4% 18.2% 17.5%

再発防止策の策定 6.3% 6.5% 4.7% 4.2%

18.1% 19.2% 23.2% 43.8%

近く実施予定 0.5% 0.5% 0.5% 1.2%

検討中 11.1% 12.4% 14.6% 25.1%

今後も実施予定なし 6.5% 6.3% 8.1% 17.5%

実施していると回答した割合

実施内容内訳

※複数回答可

実施していないと回答した割合

対策実施の

検討状況
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3．働きやすさ向上のための取組みについて
週休体制の形態（全体集計、従業員規模別集計、業種別集計）

7.5

9.0

6.6

3.3

2.6

5.0

3.3

17.7

9.8

31.3

9.5

8.1

12.8

38.4

40.3

37.4

31.7

36.8

42.2

48.5

50.0

5.3

51.9

41.4

20.0

31.3

35.2

24.4

31.2

50.8

47.6

52.4

60.8

60.5

49.2

46.4

33.3

94.7

30.4

44.4

100.0

80.0

37.5

51.4

62.0

51.4

3.0

2.8

3.2

4.2

3.5

1.5

4.5

3.8

5.4

2.8

0.2

0.3

0.2

16.7

1.8

0.1

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体：N＝1,311

～30人：N＝712

31～100人：N=441

101～300人：N=120

300人以上：N=38

建設業：N＝258

製造業：N＝338

電気・ガス・水道業：N＝6

情報通信業：N＝19

運輸業：N＝79

卸売、小売業：N＝133

金融、保険業：N＝22

不動産業：N＝5

飲食店・宿泊業：N＝16

サービス業：N＝105

医療、福祉：N＝221

その他：N＝109

週休1日制又は週休１日半制 完全週休2日制より休日日数が実質的に少ない制度 完全週休2日制

完全週休3日制より休日日数が実質的に少ない制度 完全週休3日制 完全週休3日制より休日日数が実質的に多い制度

≪全体集計≫

≪従業員規模別集計≫

≪業種別集計≫



31.5

33.1

33.1

20.8

15.8

48.6

52.8

43.3

44.2

44.7

26.6

25.4

26.5

34.2

26.3

12.7

7.2

12.7

28.3

65.8

3.7

3.8

3.9

1.7

5.3

3.3

1.8

2.3

9.2

23.7

9.3

8.6

9.1

13.3

13.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体：N＝1,311

～30人：N＝712

31～100人：N=441

101～300人：N=120

300人以上：N=38

制度がない

夏季休暇

病気休暇

リフレッシュ休暇

教育訓練休暇

ボランティア休暇

その他、上記以外で1週間以上の長期休暇
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3．働きやすさ向上のための取組みについて

特別休暇制度の整備状況（全体集計、従業員規模別集計） ※複数回答可

≪全体集計≫

≪従業員規模別集計≫
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3．働きやすさ向上のための取組みについて
最近1年間における年次有給休暇の状況

労働者1人平均

新規付与日数

（繰越日数を除く）

（日）

労働者1人平均

年間延べ取得

（消化）日数

（繰越日数を除く）

（日）

取得率

（年間延べ取得日数÷

年間延べ新規付与日数）

（％）

N=1,216 13.65 5.72 41.92%

300人以下 N=1,180 16.92 5.89 34.79%

301人以上 N=36 8.66 5.47 63.21%

建設業 N＝235 10.57 6.63 62.69%

製造業 N＝316 18.45 3.91 21.19%

電気・ガス・水道業 N＝6 15.58 3.10 19.88%

情報通信業 N＝19 12.49 9.45 75.64%

運輸業 N＝72 13.26 7.70 58.05%

卸売、小売業 N＝121 9.05 4.18 46.19%

金融、保険業 N＝21 16.20 12.28 75.82%

不動産業 N＝5 8.02 3.93 49.02%

飲食店・宿泊業 N＝16 10.40 4.80 46.17%

サービス業 N＝99 8.83 4.90 55.53%

医療、福祉 N＝204 9.95 6.03 60.66%

その他 N＝102 12.16 6.71 55.16%

業種別平均

　　全体平均
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3．働きやすさ向上のための取組みについて
1年間（令和６年４月１日から令和７年３月31日）の育児休業取得率

※出産した労働者数（男性の場合は、配偶者が出産した労働者数）が「０」の場合には、取得率は「-」と標記しています。
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3．働きやすさ向上のための取組みについて
１年間（令和６年４月１日から令和７年３月31日）に、育児休業を終了し、復職した者（女性）（全体集

計、企業規模別集計、業種別集計）
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3．働きやすさ向上のための取組みについて
１年間（令和６年４月１日から令和７年３月31日）に、育児休業を終了し、復職した者（男性）（全体集

計、企業規模別集計、業種別集計）
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